
A new era of China I
中国はポストGAFA 時代を制するか



バイドゥ、アリババ、テンセントの
BAT3社やファーウェイなどの中国
テック企業の躍進が続いている。横行
する論文不正やジャンク特許などの問
題や米中貿易摩擦などのリスクを抱え
ながらも、AI、量子、半導体といった
テクノロジーの最先端の研究開発に多
額を投じ、世界中の優秀な研究者を集
めている。
新時代を迎えた中国テック業界の動向
を追う。
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China’s tech giants want to go global. Just one thing might stand in their way.

BATはGAFAになれるか
中国テック企業のジレンマ
by Mara Hvistendah　翻訳者：深津 一郎

バイドゥ（Baidu）、アリババ（Alibaba）、テンセント（Tencent）の BAT3社に代表される

世界最大級のテック企業がいまや中国に集中し、中国の人々の暮らしを大きく変えている。

一方で、中国内部では多額の政府資金を投入しながらイノベーションを起こせないという不満が渦巻く。

中国テック企業はさらなる成長を続け、世界を変えられるのだろうか？

1 980年代前半、できたばかりの多くのコン

 ピューター企業が、まだ無秩序だった北京

の北西部（北京大学や清華大学のキャンパスの

近く）に専門店を構えた。「電子街（Electornics 

Street）」と呼ばれるようになるこの地域は、垢抜

けない実用一点張りの自転車や手書き看板があ

ふれ、興奮した大声の値引き交渉であふれる混乱

した場所だった。歩行者の頭の上には埃にまみれ

た垂れ幕がたなびき、コピー用紙の箱が縦に 10

個以上、何列にも積み重ねられて道を占領し、歩

行者が歩けないようなところだった。安物のスー

ツを着た男たちが街角の粗末な店で、テーブル

タップやプリンターのインクを売るために呼び込

みをしていた。違法ソフトが大量に売られていた

ので「泥棒街（Crook Street）」と呼ぶ人もいた。

　多くの中国人が冷蔵庫さえ持っていなかったこ

とを考えれば、パソコン市場が芽を出しつつあっ

たのは驚くべきことだった。さらに驚くべきこと

は、電子街の会社が民間企業だったことだ。中国

が急激に資本主義的行動に舵を切ったのは政府の

経済改革の一環としての実験であり、科学技術へ

の初期投資と結びついたものだった。初期実験の

結果から、この戦略は成功の可能性が高いと思わ

れた。電子街跡から生まれた企業の 1つがレノボ

（聯想集団、Lenovo）だ。

　それ以来、中国では科学やテクノロジーが勃興

した。1991年から 2016年までの間に中国政府

による研究開発への資本投入額は 30倍にも増え

た。研究開発への支出額が日本に追いついたのは、

2009年のことだ。OECD（経済協力開発機構）
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の予測では、2019年には中国の研究開発費は米

国を超える。現在、かつての電子街は中関村（チュ

ウカソン）と呼ばれ、バイドゥ（百度、Baidu）、

配車アプリのディディ（滴滴出行、DiDi）、出前や

レストラン評価のサイトを運営するメイチュアン・

ディアンピン（美団点評、Meituan-Dianping）

などの巨大企業が本社を置くほか、マイクロソフ

ト、グーグル、IBMなどの研究センターがある。

　中国には世界最大級のテック企業 20社のうち

9社があり、そのうち 3社はトップ 10に名を連

ねている。また中国には世界最大の単一鏡電波望

遠鏡があり、世界最速級のスーパーコンピュー

ターが何台もあり、世界最大の加速器の建設も予

定されている。2016年には世界初の量子通信衛

星を打ち上げた。近年の中国政府の計画から見え

る野望は広い範囲に渡っている。第 5世代移動

通信システム（5G）、育種学（seed breeding）、

ロボット工学の分野で 2020年までに他国より
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抜きんでること、そして 2030年までに人工知

能（AI）で世界の主導権を握ることだ。

　これらのすべてが米国に大きな不安を巻き起こ

した。トランプ政権は、重商主義的な市場支配と

産業スパイ活動への懸念を引き合いに、中国との

貿易戦争に突入した。2018年 10月にマイク・

ペンス副大統領は中国政府が「米国のテクノロ

ジーを大規模に盗んでいる」と非難した。

　米国がテクノロジーの冷戦について論議するこ

とで、大きな認識の相違点が隠れてしまうことも
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ある。米国の連邦議員たちは中国の科学面での野

心的な抱負が重大な脅威だと考えているが、中国

の論評家たちは抱負達成には不安が消え去らない

と考えている。中国人にとって、電子街の求めて

いる野望はいまだに完全には達成されていないの

だ。政府の白書や国家報道は虚勢を張り続けてい

るが、非公式な場での中国の指導者たちは、巨額

の資金を使いながらも見合った結果がほとんど出

ていないことを嘆いている。そうなのだ。中国は

大規模な科学プロジェクトに資金を提供している

が、だからといって大きな科学的ブレークスルー

が達成できたり、アイフォーン（iPhone）のよ

うに世界市場を作り変えるほどの製品を発表でき

たりしたわけではない。中国のえり抜きの大学

が世界大学ランキングを駆け上っているにせよ、

ノーベル賞を受けた研究を中国で成しえた科学者

は 1人しかいない。

　しかし、これには変化の兆しがある。中国国内

の研究者が多数ノーベル賞を受賞するまでにはま

だ時間がかかるだろうが、中国には爆発的なビジ

ネス・イノベーションが起こっている。有力なテッ

ク企業に加え、大望を抱く少数のスタートアップ

企業もシリコンバレーでビジネス・モデルを確立

しつつあり、その過程でインターネット規制と監

視についての論争をしている。中国企業は電子街

でも見られた向こう意気の強い企業家精神のおか

げで、その論争の大部分に勝利した。中国企業が

巨大になり、視野を海外に定めるにつれ、彼ら
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の成長を妨げるものは才能のある人材の不足でも、

資源不足でもなくなった。それは、40年前に経済

改革計画を開始し、テクノロジー・ブームを起こし

た制度そのものである中国政府との関係である。

政府主導の光と陰

　長年の間、学者たちはこう言い続けてきた。科

学もテクノロジーもトップ・ダウンで管理されて

いる中国で、一体どうすればイノベーションが

可能なのだろうか。言論の自由がなく、研究の

自由が制限され、グーグル・スカラー（Google 

Scholar）へのアクセスさえできない中国で、研

究者は一体どうすればブレークスルーを達成でき

るのだろうか。

　中関村は少なくとも最初のうちは目覚ましい実

例だった。1989年に電子街の企業家の何人かが、

（最初は近隣の北京大学で始まった）天安門広場

での抗議運動に参加した。しかし弾圧が始まる

と、テック企業に民主化運動を非難させるために

中関村に中国共産党の中核メンバーが急遽派遣さ

れた。1990年代の終わりまでには中関村は正式

にサイエンス・パーク（科学研究・科学産業集中

地域）に指定され、北京市の直接的な管理の下に

入った。

　中関村は「中国のシリコンバレー」であるとさ

れたが、これは当初から馬鹿げたたとえだった。

その後長い間続いたトップ・ダウン式の政策は、

米国サンフランシスコのベイエリアの（企業の）

個々独立したイノベーションとは雲泥の差があっ

た。中国版シリコンバレーがさらに馬鹿げたもの

になったのは、中関村をモデルとした同様のサイ

エンス・パークが中国全体で 167カ所も建設さ

れたからだ。2000年代の前半、多くのサイエン

ス・パークは優秀な企業を誘致するのに苦労し

た。外国テック企業の単なる配送・処理センター

になってしまったサイエンス・パークもあった。

　たくさんのサイエンス・パークを作るだけで進

歩につながるという中国の考えは、質を犠牲にし

ても量に重点を置く中国政府の方針を反映してい

た。中国のテクノロジー計画を検討してみよう。

2006年に採択された主要計画には、2020年ま
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での成長目標が定められている。中国は 2020

年までに国内総生産（GDP）の 2.5％を研究開

発に使い、バイオテクノロジー、ナノテクノロ

ジー、新薬開発などの分野で他国に勝る結果を出

すことを目標とした。他の目標としては、発明

特許と論文引用数の両方で中国を世界のトップ 5

に入る国にすることがあった。

　これらの目標の中には、対症療法的なものも

あった。2000年、米国で国家ナノテクノロジー・

イニシアティブ（National Nanotechnology 

Initiative）が設立されると、ナノテクノロジー

が（中国の）目標に含まれた。国家ナノテクノロ

ジー・イニシアティブはナノ科学研究に年間 10

億ドル以上の資金を供出している。ただし中国の

計画にはひとひねりがあった。2006年に計画が

発表されると、地方政府はその支持を表明するた

めに先を競って奨励制度を発表した。教授たちの

給料は、索引誌に論文をどれだけ発表したかに

よって決められた。企業の場合、革新的事業への

巨額の補助金はどれだけ多くの特許を取得できた

かによって決められた。中央政府も地方政府も、

中国生まれで海外在住の研究者たちを何万人も呼

び戻せばイノベーションが速やかに始められると

考え大金を拠出した。補助金を支給された研究者

には再定住費として多額の援助があるだけでな

く、給与も中国国内基準を遥かに超えた金額が支

給された。

　この効果は、少なくとも統計上は劇的だった。

突然、結果が出たのだ。米国科学財団（NSF、

National Science Foundation）によれば、最

近、国際学術誌での科学・工学論文発表数で中

国は米国を超えて世界一である。世界知的所有

権機関（WIPO、World Intellectual Property 

Organization）の統計では、中国の国際特許申

請数は世界第 2位だ。中国の主要戦略分野の 1

つである AI分野では、論文発表数、特許取得数

の両方で中国が世界のリーダーだ。清華大学の

中国科学技術政策研究所（China Institute for 

Science and Technology Policy）の分析によれ

ば、ナノテクノロジー特許数においても世界最高

である。

　しかし、これらの数値をよく眺めてみると問題
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点が浮き上がってくる。中国国内の特許の多くは

特許性が疑わしいジャンク特許であり、取得から

5年経つと特許権は更新されない。学術誌への発

表が重視されるため、学術誌の闇取引が幅をきか

せることになった。いかがわしい会社がメッセー

ジアプリ「QQ」で論文の代筆サービスを宣伝し

ているかと思えば、企業の研究者たちは索引誌へ

の執筆者掲載順位を販売している。毎年粗製乱造

で発表される英語論文の数で中国本土の論文著者

たちは米国の研究機関に次いで世界 2番目だが、

その多くは世界的な学術業績という点ではインパ

クトを与えていない。世界的に見て、英語論文の

平均引用数は 11.8回だが、中国研究機関の学者

の英語論文平均引用数は 9.4回に減る。

　数値的に測定できるものに熱心になった副作用

として、測定しにくい分野である教授内容や助言・

指導体制が悪くなっている。複数の執筆者がいる

論文の場合、研究者が評価を得られるのは最初と

最後に記される研究者だけなので、大規模な研究

プロジェクトへの参加には意味がないと考える研

究者が多い。世界を見ても、解を得るのに何年も

かかる大きな問題の研究への報償は努力に見合わ

ないことが多いが、中国の場合、特に顕著だ。中

国科学院のバイ・チュンリー（白春礼）院長は最

近、中国には「10年かけて刀を研ぐ」意思のあ

る科学者がもっと必要だと不満をこぼしている。

　研究開発への支出額が増えるにつれ、その金額

の一部が高級車や賄賂、愛人に使われている。広

東州のある市では、科学行政官が自分たちの管理

する補助金の 3割を自分の懐に入れたと伝えら

れている。海外の中国人科学者を惹き付け、呼び

戻すための資金もまた無駄に使われている。ワ

シントンでは、中国が「千人計画（Thousand 

Talents Plan）」によって中国人以外の研究者お

よび海外の中国人研究者を採用していることに米

国議会が懸念を表明している。しかし、中国の指

導者たちが心配しているのはまったく別なこと

だ。この計画に沿って採用され中国に戻った中国

人研究者や中国人起業家たちはアルバイト的にし

か働かず、中国国内での研究の継続的な貢献がほ

とんどないのだ。このため、中国政府の補助金は、

海外での仕事に戻る権利を保留しながら中国にい
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る家族や友達に会うための一種の休暇計画だと皮

肉に見る人もいる。

　海外にいる中国人研究者が自国に戻りたがらな

い理由の 1つは、中国にはえこひいきがあること

だ。中国共産党が依然としてほとんどの大学や研

究機関を綿密に管理しているので、研究者は管理

者に気に入られるために自分の時間を使うのが一

般的だ。大学院生や博士課程修了後の研究者たち

は、もし自分がブレークスルー的発見をすれば、

その研究結果は管理者に横取りされてしまうこと

を知っている。

　しかしそれでも、中国の科学技術のいくつかの

分野は花開いた。それはなぜか。ペンス副大統領

のような批判者は、中国が合弁企業、オープンソー

ス・プログラムの収集、また、あからさまな産業

スパイ活動を通じて外国の技術ノウハウを吸収し

てきたことを事あるごとに指摘する。他の人たち

は、中国は消費者人口が増大しているためスター

トアップ企業が直ちに巨大な数の顧客を見込める

ことを挙げる。もちろん、その両者とも

に正しい。

　ただし、中国の台頭にはもう 1つ、比

較的見えにくい理由もある。それは、国

家指令と草の根的実験との相互作用だ。リチャー

ド・アッペルバウムの共著書『Innovation in 

China』（2018年刊、未邦訳）という新しい書籍

には「高圧的な政府主導の開発と足枷のない自由

な企業との、しばしば矛盾するブレンド」と呼ば

れている。これは中国のインターネット企業で

もっとも顕著だ。

コピー「する側」から「される側」へ

　大手テック企業のバイドゥ、アリババ（阿里

巴巴、Aribaba）、SNS のテンセント（ 、

Tencent）は、頭文字を取ってよく「BAT」と呼

ばれる。しかし、こう呼ぶことで地域的・事業的

な広がりが見えなくなってしまう。テンセントの

しかし中国国内の特許の多くは特許性が疑わし
いジャンク特許であり、取得から5年経つと特
許権は更新されない。
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本社は深センにある。アリババと子会社のアント・

フィナンシャル（ 、Ant Financial）の

本社は杭州だ。バイドゥだけが北京の中関村に本

社を置いている。この 3社に共通の重要な点は、

インターネット製品に貧欲な中国市場において、

海外の企業が自由に動けないように規制、抑圧、

検閲などの色々なレベルの足枷をはめられている

ことで利益を得ていることだ。

　中国の初期のインターネット・サイトは、検閲

の済んだ米国サイトをそのままコピーして使っ

たものが多数だった。技術的問題があることは、

BAT3社の優位性を強めることになった。当時、

インターネット・トラフィックは北京、上海、広

州の 3カ所だけで「グレート・ファイアウォー

ル（Great Firewall、「万里のファイアウォール」

とも）」によってアクセス制限されていた。ブロッ

クされていない海外のサイトや、ユーザーがアク

セス制限の回避方法を知っている場合は、極めて

ゆっくりではあるが表示された。当時、仮想プラ

イベート・ネットワーク（VPN）経由でユーチュー

ブにある『戦争と平和』の要約ビデオをダウンロー

ドする時間があれば、原作の長編小説をほとんど

読めるほどだった。

　しかし、少なくとも当初は、コピーサイトが優

れた企業として認められることはなかった。それ

でも、ベンチャー資本家であり、グーグル・チャ

イナのリー・カイフ（李開復）元社長によると、

無情な同業他社が無数にある中「古代ローマのコ

ロシアムで戦った剣闘士のような」競争が最後ま

で続いた。新しく現れた起業家は、中国のユーザー

が求めるインターフェイスと機能（しばしば西洋

の標準とは大きく異なる）が得られるまで自らの

製品を調整し続ける忍耐力があった。BAT各社

は、祝日や文化行事の日などが大人気の販促手段

になり得ることを本能的に知っていた。たとえば、

アリババは中国人の国民性として数字を非常に気

にすることから、11月 11日をオンラインショッ

ピングの「独身の日」として大々的なキャンペー

ンをした。現在では米国の「ブラック・フライデー」

すら小規模に見えるほど「独身の日」は成長して

いる。また BATは市場シェアを手に入れるため

に、不公正な策略に手を染めることも厭わなかっ
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た。リー元社長は著書『AI Superpowers』（2018

年刊、未邦訳）で、中国のフェイスブックを目指

しているレンレン（人人、Renren）の CEOが、

競合相手のカイシンワン（開心網、Kaixin001）

と勘違いしやすいURLを買い、カイシンワンの

ユーザー・インターフェイスをコピーして顧客を

奪い取った方法を説明している。カイシンワンは

廃業した。

　もっとも重要なことは、中国のインターネット・

スタートアップ企業は世界中どこでも試されたこ

とのないアイデアをすべて進んでやってみたこと

だ。たとえば、ウィチャット（微信、WeChat）

とアリペイ（支付宝、Alipay）のアプリを使っ

て携帯電話で決済をするためのツールであるQR

スキャナーだ。QRコードがあればオンラインと

オフラインの世界を予想もできない方法でつなげ

られ、テクノロジーをフルに使ってレストラン

のメニューやバス時刻表などの基本的な情報を

バーチャル体験に作り変え、町を「歩き回る」こ

とができる。アリペイが QRコードを導入した

のは 2011年だったが、これは米国の技術者たち

が QRコードを宣伝したものの成功しなかった

SxSW（SxSW サウス・バイ・サウスウェスト）

の丸 1年前のことだ。ウィチャットもすぐにQR

中国には世界のトップ・テック企業
20社のうち 9社がある
01	 アップル　	 	 $838
02	 マイクロソフト　	 	 $833
04	 アルファベット　	 	 $735
05	 アリババ　	 	 $407
06	 フェイスブック　	 	 $396
07	 テンセント　	 	 $389
08	 アント・フィナンシャル　	 $150
09	 ネットフリックス（Netflix）　	 $120
10	 ウーバー（Uber）　	 	 $120
11	 セールスフォース（Salesforce）　	 $107
12		ペイパル（PayPal）　	 	 $99
13		ブッキング・ホールディングズ（Booking	Holdings）　	 $86
14			バイトダンス（字節跳動、ByteDance）　	 $75
15	 バイドゥ　	 	 $64
16		ディディ　	 	 $56
17		シャオミ（小米科技、Xiaomi）　	 $41
18		メイチュアン・ディアンピン　	 $38
19		ジンドン（京東商城、JD.com）　	 $31
20		エアビーアンドビー（Airbnb）　	 $31
（単位＝10億米ドル）
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コードを採用した。

　QRスキャナーこそ、中国のモバイル決済市場

が現在、米国の 40倍である 15.4兆ドルの規模

を持つことになった大きな理由だ。モバイル決済

市場が、中国のテクノロジー界で最も成長の著し

い分野で、オンラインからオフラインへのサービ

スの基礎になっている。スタートアップ企業は消

費者が家庭教師やヘア・スタイリスト、犬の世話

をする人などを、ほんの少しの待ち時間で家に呼

べるサービスを提供している。オフォ（小黄車、

ofo）やモバイク（摩拜単車、Mobike）などの

会社は中国の都市に数百万台のドックレス・バイ

ク（貸出・返却のための自転車置き場「ドック」

が不要なシェア用自転車）を供給し、公共交通機

関の姿を変容させている。こうした新しいサービ

スに欠陥がないわけではない。中国の都市では

シェア自転車から生まれた大量の廃棄自転車の処

理に苦慮しているが、そのお陰で多くの中産階級

中国人の生活は格段に便利になった。巨大都市で

の生活も、気の進まない日常の仕事を外注できた

り、タクシーが見つからなくても自転車を使える

と分かれば、それほど暗い気持ちにならなくて済

むからだ。

　中国のテック企業がこのような実験的な事業を

非常にうまくこなしてきたので、テクノロジーの

コピーの方向は逆転し、いまや米国のテック企業

が中国本土のアイデアを拝借している。メッセー

ジ・アプリ、キック（Kik）のテッド・リビング

ストン最高経営責任者（CEO）は「西洋のウィ

チャット」が目標だと話す（彼はテンセントから

5000万ドルの出資を受けている）。オフォやモ

バイクは世界中に進出し、そして各地でそれをコ

ピーする会社が生まれているが、人口密度が低く、

モバイル決済が一般的ではない地域では失敗して

いる。

　中国のイノベーションを進めているのは、政府

がどの会社に勝たせるか決めたり目標を設定した

りしているからではなく、この熱狂的なエネル

ギーと激烈な競争である。どの分野を見ても、一

番面白い会社は反逆的なスタートアップ企業とし

て創業している。遺伝子研究を大胆に率先する企

業 BGI（北京基因組研究所、Beijing Genomics 
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Institute）は北京の中国科学院からスピンオフし

た企業だが、後に自由あふれる深センに引っ越した。

ドローン・メーカーの DJI（ 、Da-

Jiang Innovations Science and Technology ）

は香港の寮にある自分の部屋で仕事を始めた大

学生が作った会社だ。音声認識企業アイフライ

テック（科大訊飛、iFlytek）は安徽省の博士課

程学生たちが始めた会社だ。世界経済フォーラ

ム（World Economic Forum）の白書によれば、

中国の革新的製品の 8割は中小企業が生産して

いる。

　中国のイノベーションの最初の波は、政府の白

書で目標に挙げられたテクノロジー的ブレークス

ルーからではなく、ビジネス・モデルから起こっ

た。しかし、片方でイノベーションが起これば、

他方にも波及する。中国の巨大テック企業は、成

熟するにつれ、海外にも研究施設を開設し、AI

や自動運転自動車などの領域に焦点を当ててい

る。バイドゥは 2020年までに自社の地図アプリ

のユーザーの半分を中国国外から獲得することを

目標としており、研究施設を 2つシリコンバレー

近郊のサニーベールに、シアトルに 3つ目の研

究施設を持っている。アイフライテックは 2019

年後半にサンフランシスコのベイエリアに自社セ

ンターを開設する予定だ。これらの会社は、広範

囲のバックグラウンドを持つ研究者を採用し、海

外のアイデアを吸収するにつれ、最終的にはアイ

フォーンのように世界を変える製品を生産するか

もしれない。

　しかしそれは、中国政府が反政府行動への締め

付けを強めた場合も、企業と政府との提携を干渉

しないとしての話だ。

世界進出の成否は政府次第

　25人の指導者による中国共産党中央政治局は

毎年数回「研究会」を開き、市場改革や市民暴動

など共産党にとって緊急の重要性のある話題につ

いて話し合う。この研究会は北京にある共産党

の中南海の複合施設で開催されるのが恒例だが、

2013年 9月 30日には、お揃いのウィンドブレー

カーを着て暗色のズボンと実用的な革靴を履いた



12 13

China’s tech giants want to go global. Just one thing might stand in their way.

指導者たちは黒く遮光された窓ガラスのバスに乗

り込んで中関村に出向き、初めて本拠地を離れて

研究会が実施された。習近平国家主席はそこで中

国の技術的優位性について演説し「我々は技術革

命と産業変革の新しい段階にある、この好機を掴

まねばなりません」と言明した。「待ってはいけ

ません。傍観者になってはいけません。気を抜い

てはいけません」。

　翌 2014年、中国政府は「大衆イノベーション」

の推進計画を明らかにした。李克強国務院総理は、

スタートアップ企業を国家が指導し、企業成長の

ためのインキュベーター（技術・金融支援組織）

を中国全土に設立すると宣言した。これまで長い

間、政府の奨励がほとんどない状態で（場合によっ

ては政府の強引な干渉を受けつつ）、草の根的な

実験が続いていたのが、現在、やっと政府からの

支援を受けられるようになってきたのだ。

　中関村は 15億ドルの費用をかけて景観改善が

実施されている。電子街の跡は片づけられ、イノ

通り（Inno Street）と呼ばれる歩行者専用道路

に共用ワークスペース、インキュベーター、ス

タートアップ企業のオフィスのための空間が作ら

れた。

　政策がこのように変更されたのは有望な進歩

だ。しかし、もし中国のテクノロジー・スタート

アップ企業が政府の指導を受けているとすれば、

合併吸収がますます進むということだ。インター

ネットや自由な学術研究とは違い、モバイル決済

や顔認識は共産党の独裁的支配への脅威とはなら

ず、むしろ強化するものだ。ウィチャットの支払

いデータを見れば、ある人がある日（の何時何分

に）どこに行ったかが分かる。高度な顔認識シス

テムを使えば、いまその人がどこにいるかも分か

る。2012年、習近平が国家主席に就いて以来、

彼は素早く権力を強化し、反対意見を抑圧し、中

国国内のイスラム教徒で少数民族のウイグル人を

迫害した。テック企業もこの政府行動に駆り出さ

れた。

　人権 NGOのヒューマン・ライツ・ウォッチ

（Human Rights Watch）によれば、アイフライ

テックは中国政府が音声認識のために全国的なバ

イオメトリクス・データベースの開発を支援して
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いるが、その目的は電話での会話から話者を識別

することだ（アイフライテックはMITコンピュー

ター科学・AI研究所との研究協力契約を結んで

いる）。レオン・テクノロジー（ 、Leon 

Technology）は、成人ウイグル人の 1割もが抑

留されている強制収容所がある新疆ウイグル自治

区の監視インフラを管理している。顔認識ソフ

トの世界主要メーカーの 1つであるセンスタイム

（商湯科技開発、SenseTime）はレオン・テクノ

ロジーと合弁事業を始めている。テンセントとア

ント・フィナンシャルは、ウィチャットとアリペ

イに組み込まれている電子国民 IDの試験運用を

している。アント・フィナンシャルは、政府のブ

ラックリストに掲載された企業や個人を、自社

の個人信用評価システム「ゴマ信用（芝麻信用、

Zhima Credit）」でペナルティの対象とすること

で政府のブラックリストを実行している。2017

年に BGIは、政府当局がウイグル人から DNA

を収集している新疆ウイグル自治区に遺伝子検査

センターを立ち上げた。

　このような政府と企業との提携は、世界中の消

費者にアピールするブレークスルー製品を製造し

ようという企業の努力を無にしてしまう可能性が

ある。中国政府の監視に対する懸念から、ファー

ウェイ（華為、Huawei）のスマートフォンが米

国からすでに締め出された（それでもファーウェ

イは世界中にアップルよりも数多くのスマート

フォンを出荷している）。もし中国のテック企業

がいま以上に海外からの懸念を引き起こすなら

ば、テック企業は中国政府の非道なプロジェクト

からは距離を置こうとするかもしれない。

　政府の利益のために働くことは、同時にイノ

ベーションを根本的に抑圧してしまう可能性があ

る。製品のライフサイクルが早まるにつれ、企業

はそれに合わせて機敏に行動しなければならなく

なる。だが基本的に不透明な国家である中国では、

政策の方向性を常に測っていなければならないの

で機敏な行動は取りにくい。

　それでも、中国のテック企業の才覚を過小評価

するのは間違いだ。現時点で、中国にイノベーショ

ンが出現しないと考えるのは正しくない。たとえ

中国政府が締め付けをいまより強めたとしても同
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じことだ。

＃

　筆者のマラ・フビステンダールは米国に本拠を

置く科学ジャーナリストで、上海に 8年間在住

していた。
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世界のハブへと進化する
東洋のシリコンバレー
深センの未来
by An Xiao Mina and Jan Chipchase

コピー製品であふれかえっていた深センは、

世界に製造エコシステムを輸出するハードウェア・ハブになった。

しかし、その将来は国際的な規範の順守、中国政府の圧力、労働賃金の増加などがあり、

決して平坦な道のりではない。

毎 日午後 4時ごろになると、深センの不規則

 に広がったハードウェア商店街、華強北

（ファンチャンベイ）地区には梱包テープを貼る

ときの「キー、キー」という音が響き渡る。商店

主たちが、その日に売れたもの̶̶自撮り棒やハ

ンドスピナー、それに電動キックボード、ドロー

ンなどを 5つずつも̶̶を梱包しているのだ。大

勢の人が「深セン・スード（Shenzhen sudu）」

あるいは「深セン・スピード」と呼ばれるすばや

い動きで段ボール箱をオートバイやトラックに載

せたり、注文が軽い商品なら、きびきび動く電動

バランス・ボードに乗ったまま車に積み込んだり

している。華強北を出た段ボール箱はグローバル

な物流会社の倉庫に運び込まれ、飛行機や貨物

船に載せられる。上海、シンガポールに次いで世

界 3番目に混雑している深セン・蛇口港（ジャコ

ウガン）から、月間 2400万トンになるコンテナ

貨物の一部となって運び出されるのだ。

　荷物は数日から数週間で、近くはマニラやプノ

ンペン、遠くははるばるドバイやブエノスアイ

レス、ラゴス（ナイジェリア）、ベルリンといっ

た目的地に到着する。届け先は世界最大級の都

市だったり、とても小さな村だったり、さまざ

まだ。自撮り棒がインドの寺院の前で使われた

り、ブランド名を付け替えたシャオミ（小米科技、

Xiaomi）製の電動キックボードがサンフランシ

スコのマーケット・ストリートを走ったり、DJI

（大疆�新科技、Da-Jiang Innovations Science 

and Technology）のドローンが世界中のあらゆ

る場所で飛ばされたりする。手持ちのガジェット
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